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第53回 独立行政法人都市再生機構 契約監視委員会 

審議概要 

 

開 催 日 令和４年９月５日（月）～９月15日（木） 

開 催 場 所 持ち回り開催 

出 席 委 員 

長沢 美智子（弁護士（東京丸の内法律事務所）） 

髙木 勇三 （公認会計士） 

長村 彌角 （公認会計士（有限責任監査法人トーマツ）） 

鈴木 豊  （学校法人青山学院常任監事・青山学院大学名誉教授） 

井出 多加子（成蹊大学経済学部現代経済学科教授） 

市毛 由美子（弁護士（のぞみ総合法律事務所）） 

吉田 滋  （都市再生機構監事） 

上澤 秀仁 （都市再生機構監事） 

審議事項等 

審議事項 

令和４年度第１四半期における競争性のない随意契約及び１者応

札・１者応募となった契約について 

審議概要等 

 

別紙のとおり 

なお、意見・質問欄には各委員からの発言要旨を記載しており、委員会として

の意見等を記載しているものではない。 
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（別紙） 

意 見 ・ 質 問 説 明 ・ 回 答 

審議事項 令和４年度第１四半期における競争性のない随意契約及び１者応札・

１者応募となった契約について 

 

 

 

 

 

○１者応札で受注した建設コンサルタ

ント業者はどのような業者か。同じ業者

に偏っていないか。 

 

 

 

 

○継続して発注のある建設コンサルタ

ント業務とはどのようなものか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○働き方改革の影響で残業量が制限さ

れ、手持ち業務量の制限によって受注に

も制限が掛かり、建設コンサルタント業

務の１者応札は更に増える可能性があ

る。改善率という指標は今後は難しくな

るかもしれない。受注者の確保すら難し

くなる可能性がある。 

 

○人件費や建築資材等の高騰によって

不調・不落の発生に影響しているか。 

 

○エレベーター改修（戸開走行保護装置

の設置）工事の件数減について、「受注者

の施工体制を踏まえ」とは。 

・令和４年度第１四半期における競争性

のない随意契約及び１者応札・１者応募

となった契約実績について、前年同期と

比して状況を説明。 

 

・大手から中小の設計業者まで幅広であ

り、偏っていない。継続性のある業務で

は、最初に受注した業者が１者応札で継

続して受注する傾向が共通して見受けら

れるため、事業者にヒアリングを実施し

て更に分析を行う予定。 

 

・まちづくりの調査など。再開発などの

事業は10年以上の長いものであり、調査

を行っている間に地権者の意向が変わっ

たり人口動態が変わったりするため、継

続的な調査が必要なものがある。また、

地方公共団体からの受託により調査して

いるものは、地方公共団体が単年度の予

算で区切っているため、複数年化しにく

い場合がある。 

 

・特に人員が不足している業界であるこ

とは認識している。事業者ヒアリングに

よって実態を把握して分析し、報告する。 

 

 

 

 

 

・不調・不落率は微増。今のところ大幅

に増えてはいない。 

 

・メーカーの人員等に限りがある体制を

踏まえながら設置している状況というこ

とである。 

 


